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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
脚柱の上端部に固着された支基に、背凭れを支持する背凭れ杆の下部より前方に屈曲した
先端部を、左右方向を向く回転軸により枢着して、背凭れ杆をばねに抗して後下方に傾動
自在とした椅子において、
支基に、前記背凭れ杆に連係され、背凭れ杆の前後方向の回動に連動して、支基に対して
前後方向に移動する傾動範囲調節部材を装着し、支基における傾動範囲調節部材の前後に
、その前限及び後限を定める前後方向に移動自在なブロック体を設けるとともに、前後の
ブロック体の前後位置を調整する操作手段を具備し、操作手段により前記傾動範囲調節部
材の前後方向の移動範囲を調節することにより、前記背凭れ杆の傾動範囲を調節するよう
にしたことを特徴とする椅子における背凭れの傾動範囲調節装置。
【請求項２】
操作手段が、両ブロック体にそれぞれ連係され、かつブロック体を前後いずれかの方向に
引き寄せる１対の線材と、線材とブロック体との間に縮設され、かつ線材によって引き寄
せられたブロック体を元位置に向かって付勢するばねとを備えていることを特徴とする請
求項１記載の椅子における背凭れの傾動範囲調節装置。
【請求項３】
操作手段が、線材を押し引きすることにより、前記ブロック体を前後方向に移動させる回
転式のハンドルを備えていることを特徴とする請求項２記載の椅子における背凭れの傾動
範囲調節装置。
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【請求項４】
ハンドルに、背凭れの傾動制限角度を示す突起または目印を付したことを特徴とする請求
項３記載の椅子における背凭れの傾動範囲調節装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、背凭れを、ばねに抗して後下方に傾動自在とした椅子において、背凭れの傾動
範囲を調節しうるようにした椅子における背凭れの傾動範囲調節装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
背凭れを、ばねに抗して後下方に傾動自在とした椅子は、従来より様々なものが提案され
ていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、従来のものは、背凭れを、ほぼ垂直な起立位置と後下方に最大限傾斜させた最大
後傾位置との間を傾動しうるようにしたものであり、背凭れの傾動範囲を起立位置と最大
後傾位置との間の任意の範囲に限定することができなかったため、使い勝手が悪かった。
【０００４】
また、背凭れを、起立位置と最大後傾位置との間の任意の位置に固定することもできなか
った。
【０００５】
本発明は、従来の技術が有する上記のような問題点に鑑みてなされたもので、背凭れの傾
動範囲を任意の範囲に限定することができるとともに、背凭れを任意の位置で固定しうる
ようにした、椅子における背凭れの傾動範囲調節装置を提供することを目的としている。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明によると、上記課題は、次のようにして解決される。
(１)　脚柱の上端部に固着された支基に、背凭れを支持する背凭れ杆の下部より前方に屈
曲した先端部を、左右方向を向く回転軸により枢着して、背凭れ杆をばねに抗して後下方
に傾動自在とした椅子において、支基に、前記背凭れ杆に連係され、背凭れ杆の前後方向
の回動に連動して、支基に対して前後方向に移動する傾動範囲調節部材を装着し、支基に
おける傾動範囲調節部材の前後に、その前限及び後限を定める前後方向に移動自在なブロ
ック体を設けるとともに、前後のブロック体の前後位置を調整する操作手段を具備し、操
作手段により前記傾動範囲調節部材の前後方向の移動範囲を調節することにより、前記背
凭れ杆の傾動範囲を調節するようにする。
【０００７】
(２)　上記(１)項において、操作手段が、両ブロック体にそれぞれ連係され、かつブロッ
ク体を前後いずれかの方向に引き寄せる１対の線材と、線材とブロック体との間に縮設さ
れ、かつ線材によって引き寄せられたブロック体を元位置に向かって付勢するばねとを備
えている。
【０００８】
(３)　上記(２)項において、操作手段が、線材を押し引きすることにより、前記ブロック
体を前後方向に移動させる回転式のハンドルを備える。
【０００９】
(４)　上記(３)項において、ハンドルに、背凭れの傾動可能な範囲を示す目印を付す。
【００１０】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の一実施形態を備える椅子(１)について、添付図面を参照しながら説明する
。
なお、以下の説明中においては、図１の左側を「前方」とし、右側を「後方」とする。
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【００１１】
中心部から放射状に延出する支持脚(２)の先端部にはキャスタ(３)が設けられて、支持脚
(２)の中心部には上下方向を向く脚柱(４)が立設され、かつ脚柱(４)の上端部には、支基
(５)が固着されている。
支基(５)の後端部には、左右方向を向く筒体(６)が貫着されており、筒体(６)の両端部に
は、側面視方形をなす突部(７)が設けられた回転軸(８)が、筒体(６)回りに後方に回転自
在、かつ筒体(６)の内部に設けられたトーションバー等のばね(図示略)により、図３の状
態に復帰する方向に付勢された状態で設けられている。
【００１２】
支基(５)の前端部の左右両側部より前向きに突設された左右１対の腕部(９)の前端部には
、前後方向を向く長孔(10)が穿設され、この長孔(10)と、上面に座席(11)が装着された座
席受体(12)の下面の前端部に設けた垂下片(13)における軸孔(14)とには、左右方向を向く
長寸のピン(15)が回転自在に嵌挿されている。
また図６に示すように、上蓋(9a)によって上面が閉塞された両腕部(９)の内部には圧縮コ
イルばね(16)が縮設され、圧縮コイルばね(16)の前端部に固着された係合部材(17)がピン
(15)に係合することにより、ピン(15)は常時、長孔(10)の前端側に向けて付勢されている
。
【００１３】
座席受体(12)は、中央部がほぼ方形状に開口する平面視ほぼ方形枠状のもので、開口部の
後端部における左右両端部には、前斜め上方を向く長孔(18)が穿設された軸受部材(19)が
設けられており、左右の軸受部材(19)の間には、若干後斜め下方を向くとともに、その下
端部の左右両側面に、水平の外向円柱状の突軸(20)を設けた傾斜片(21)が設けられている
。
【００１４】
図３に示すように、左右１対のほぼ上下方向を向く取付片(22)の下端部同士を左右方向を
向く連結杆(23)により結合するとともに、各取付片(22)の下端部に前向き杆(24)を連設し
た背凭れ杆(25)における左右の取付片(22)には、背凭れ(26)の下端部が取り付けられてい
る。
左右の前向き杆(24)の前端部には、内側面と前面とが開口し、支基(５)における左右の回
転軸(８)の突部(７)と補形をなす嵌合溝(27)が形成され、この嵌合溝(27)を回転軸(８)の
突部(７)に嵌合し、かつ嵌合溝(27)の外側から、前向き杆(24)の前端部と突部(７)とをね
じ(28)止めすることにより、背凭れ杆(25)の下端部は回転軸(８)の両端部に強固に固着さ
れている。
【００１５】
前向き杆(24)の前後方向の中間部の内側面に形成された、前斜め下方を向く案内溝(29)に
は、座席受体(12)の突軸(20)が摺動自在に嵌合している。
前向き杆(24)の前端部には上向きの耳片(30)が突設されており、耳片(30)に穿設された軸
孔(31)には左右方向を向く軸(32)が挿通されており、この軸(32)は、座席受体(12)の長孔
(18)と、支基(５)の上部に前後方向に移動自在として取り付けられた後述する傾動範囲調
整部材(37)の円管(41)とに嵌挿されている。
【００１６】
図７～図１１に示すように、支基(５)の上面中央部には、左右１対の前後方向を向く側部
溝(33)が形成されており、両側部溝(33)の間には、側部溝(33)よりも浅い凹部(34)が形成
されている。
凹部(34)の前壁(35)は平面視右斜め前方に向かって傾斜する傾斜面(35a)と、傾斜面(35a)
の左端部に連続して設けられた左右方向を向く規制面(35b)とからなり、凹部(34)の後壁(
36)は、前壁(35)の傾斜面(35a)と平行をなす傾斜面(36a)と、傾斜面(36a)の右端部に連続
して設けられた左右方向を向く規制面(36b)とからなる。
【００１７】
(37)は、後斜め上方を向かって延出する左右１対の側片(38)の前端部(38a)同士を、左右
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方向を向く連結杆(39)で結合するとともに、上端部に穿設された円形の取付孔(40)に、左
右方向を向く円管(41)の両端部を嵌合固着することにより構成された傾動範囲調節部材で
ある。
【００１８】
傾動範囲調節部材(37)の連結杆(39)は、凹部(34)における前後の規制面(35b)(36b)の間に
収容されており、側片(38)の前端部(38a)は側部溝(33)に遊嵌されている。
凹部(34)における前壁(35)及び後壁(36)と連結杆(39)との間には、角部に傾斜面(42a)(43
a)が形成されたブロック体(42)(43)が、両ブロック体(42)(43)の傾斜面(42a)(43a)が前壁
(35)と後壁(36)の傾斜面(35a)(36a)に当接した状態で収容されている。
【００１９】
ブロック体(42)(43)の上面には、円筒状の案内突部(44)が突設されており、案内突部(44)
には、上面が開口する嵌合孔(45)が設けられており、案内突部(44)における左右両側部に
はスリット(46)が設けられている。
【００２０】
凹部(34)の上面には、傾斜面(35a)(36a)と平行をなす２本の案内溝(47)(48)が前後に並べ
て穿設された平面視方形をなす閉塞板(49)が被せられ、閉塞板(49)の前後両端部は、支基
(５)の上面にねじ(50)止めされており、前後のブロック体(42)(43)の案内突部(44)は、そ
れぞれ前後の案内溝(47)(48)に摺動自在に嵌合している。
【００２１】
(51)(52)は、両端部を除く部分が可撓性の材料、例えばビニールからなる被覆材(53)によ
って覆われたワイヤーであり、被覆材(53)の両端部には、両端が開口する円筒体(54)(55)
が固着されている(図６，図７、図１２参照)。
ワイヤー(51)(52)の内端部は、閉塞板(49)の左右両側部に突設された支持片(56)の係合溝
(57)に嵌合されており、内側の円筒体(54)は、支持片(56)の外側面に当接している。
図６及び図７に示すように、ワイヤー(51)(52)の内端には球状の固定体(58)が固着され、
固定体(58)と円筒体(54)の間には、ワイヤー(51)(52)を囲む状態で圧縮コイルばね(59)が
縮設されており、固定体(58)は案内突部(44)の嵌合孔(45)に抜止めされた状態で嵌合され
ている。
【００２２】
図１２に示すように、ワイヤー(51)(52)の外端部は、座席受体(12)の左側面に固着された
箱型の上型(60)と下型(61)とからなるケース(62)に接続されている。下型(61)には半円柱
状の２個の受溝(63)が前後に並べて設けられており、受溝(63)の底面中央部には左右方向
を向く直線溝(64)が凹設されている。
下型(61)の上面における左側縁部には、半円状の起立片(65)が設けられており、起立片(6
5)には軸孔(66)が穿設されている。
【００２３】
下型(61)の上面の右端部には、半球状の固定孔(67)と、半円柱状の取付孔(68)とが設けら
れており、固定孔(67)及び取付孔(68)と受溝(63)との間にはワイヤー(51)(52)用の溝(69)
が凹設されており、取付孔(68)の右端部と下型(61)の上面の右側縁部との間には被覆材(5
3)用の溝(70)が凹設されている。
【００２４】
前後の受溝(63)には、右側部が開口する回転筒(71)の下半部が回転自在に嵌合しており、
回転筒(71)の左側面に突設された係合軸(72)は軸孔(66)から起立片(65)の左側に突出して
おり、係合軸(72)にはハンドル(73)が相対回転不能に固着されている。
ハンドル(73)の上部には、ハンドル(73)の回動位置ひいては、背凭れ(26)の傾動制限角度
を示す突起(74)が設けられている。また、この例では、ハンドル(73)の左側面に背凭れ(2
6)の傾動制限角度を直接示す目印(75)等を付してある。
【００２５】
各回転筒(71)における互いに反対側の側面には、２本の斜め方向を向く案内溝(76)が穿設
されている。両案内溝(76)の各部分は回転筒(71)の周回りに１８０°離れた位置関係にあ
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り、回転筒(71)の内部に遊嵌された水平なプーリ(77)を上下方向に貫通する垂直軸(78)の
上端部と下端部とが、両案内溝(76)に係合するとともに、両案内溝(76)から上方及び下方
に若干突出しており、垂直軸(78)の下端部は、下型(71)の直線溝(64)に摺動自在に嵌合し
ている。
【００２６】
図１２に示すように、取付孔(68)には、外側の円筒体(55)の下半部が嵌合され、被覆材(5
3)の外端部の下半部は溝(70)に嵌合しており、ワイヤー(51)(52)の外端部はプーリ(77)に
掛け回された後、右向きに折り返されて溝(69)に嵌合し、ワイヤー(51)(52)の外端に固着
された球状の固定体(79)の下半部は固定孔(67)に嵌合されている。
【００２７】
上型(60)の左側壁には起立片(65)と補形をなす半円状の係合凹部(80)が形成されており、
上型(60)の下面には、下型(61)の受溝(63)、固定孔(67)、取付孔(68)及び溝(69)と上下対
称形をなす受溝、固定孔、取付孔及び溝(いずれも図示略)が設けられており、上型(60)を
下型(61)に被せて図示を省略したねじで両者を固定すると、垂直軸(78)の上端部が、上型
(60)の受溝の直線溝(図示略)に摺動自在に嵌合するとともに、回転筒(71)、円筒体(55)、
固定体(79)、ワイヤー(51)(52)、被覆材(53)の上半部が、上型(60)の受溝、取付孔、固定
孔、溝に嵌合する。
【００２８】
次に、以上のような構成からなる本実施形態の椅子(１)の作用について説明する。
【００２９】
椅子(１)は、常時は、圧縮コイルばね(16)とトーションバー等のばねの付勢力によって図
１及び図４に示す状態に保持されている。
【００３０】
図１及び図４に示すように、座席(11)が水平位置にあり、かつ背凭れ(26)が起立位置にあ
る状態において、使用者(Ａ)(図５では図示略)が座席(11)に着座して、背凭れ(26)に寄り
かかると、背凭れ杆(25)が、後下方に向かって回動して図２及び図５に示す最大後傾位置
まで傾斜するとともに、突軸(20)が案内溝(29)内を前下方に向かって摺動しつつ、後下方
に引かれ、ピン(15)が長孔(10)の後端側に移動するとともに、長孔(18)が軸(32)に対して
相対的に後下方に移動することにより、座席(11)が、図２及び図５に示す最大傾斜位置ま
で後下方に向かって傾動する。
【００３１】
ここでハンドル(73)を操作することにより、背凭れ(26)と座席(11)の傾動範囲を調節する
ことができる。
【００３２】
即ち、図１、図２、図４及び図５の状態にあるときは、凹部(34)における傾動範囲調節部
材(37)の連結杆(39)と前後のブロック体(42)(43)は、図８に示すような位置にあり、連結
杆(39)は、前後の規制面(35b)(36b)の間を前後方向に自由に移動しうるようになっている
。
【００３３】
この状態から後側のハンドル(73)を前側に半分だけ回すと、後側の回転筒(71)が前向きに
回転することにより、垂直軸(78)が案内溝(76)における左右方向の中央部まで移動し、こ
れによりワイヤー(52)が引かれて、後側のブロック体(43)は傾斜面(36a)に沿って右側に
移動して図９に示す位置に移動するとともに、圧縮コイルばね(59)がブロック体(43)を左
側に付勢するので、ブロック体(43)はその位置に保持される。
【００３４】
このようにすると、ブロック体(43)が図８の状態より前方に移動した分だけ連結杆(39)の
後方への移動範囲が制限されることになり、その結果、背凭れ(26)に寄りかかって背凭れ
(26)を後下方に傾動させようとしても、連結杆(39)が図９の仮想線で示す位置より後方に
は移動できないので、傾動範囲調節部材(37)の円管(41)と連動する軸(32)もそれ以上後下
方に移動できないこととなり、結果的に背凭れ(26)と座席(11)は、図１及び図４に示す位
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置と図２及び図５に示す位置の中間位置までしか傾動できなくなる。
【００３５】
なお、図示は省略したが、この際、後側のハンドル(73)の目印(75)はほぼ上下方向を向く
ので、使用者(Ａ)は、この目印(75)を目視することにより、背凭れ(26)と座席(11)が最大
後傾位置と最大傾斜位置まで傾動できないことを知ることができる。
【００３６】
更に、後側のハンドル(73)を最大限前側に回すと、後側のブロック体(43)は図１０に示す
位置に移動し、前後のブロック体(42)(43)が連結杆(39)を挾持し、連結杆(39)の前後移動
を不能とするので、背凭れ(26)と座席(11)は図１及び図４に示す位置に固定され、全く傾
動できなくなる。
【００３７】
図示を省略したが、この際、後側のハンドル(73)の目印(75)が前方に傾斜して、前側のハ
ンドル(73)の目印(75)と平行をなすようになり、この目印(75)を目視することにより、使
用者(Ａ)は、背凭れ(26)と座席(11)が図１及び図４の状態から傾動不能であることを知る
ことができる。
【００３８】
また、背凭れ(26)と座席(11)を若干傾動させ、かつ後側のハンドル(73)を図１、図２、図
４及び図５の状態にしたまま、前側のハンドル(73)を半分だけ後方に回すと、前側のブロ
ック体(42)が図１１に示す位置に移動するので、背凭れ(26)と座席(11)は図１及び図４に
示す状態には戻れず、背凭れ(26)は、図１及び図４の状態から若干後下方に傾動した位置
から図２及び図５に示す最大後傾位置までの範囲のみを傾動でき、かつ座席(11)は、図１
及び図４に示す水平位置より若干後下方に傾動した位置から、図２及び図５に示す最大傾
斜位置までの範囲のみを傾動できるようになる。
【００３９】
図示を省略したが、この際、前側のハンドル(73)の目印(75)がほぼ上下方向を向くので、
この目印(75)を確認することにより、使用者(Ａ)は、背凭れ(26)と座席(11)が、起立位置
と水平位置から若干後下方に傾動した位置から、最大後傾位置と最大傾斜位置までの範囲
のみを傾動可能となることを知ることができる。
【００４０】
また、図示は省略したが、背凭れ(26)と座席(11)を図２及び図５に示す最大後傾位置と最
大傾斜位置とに移動させた後に、前側のハンドル(73)を最大限後方に回して、前側のハン
ドル(73)の目印(75)を後側のハンドル(73)の目印(75)と平行をなすようにすると、背凭れ
(26)と座席(11)は、最大後傾位置と最大傾斜位置に保持される。
【００４１】
更に、同じく図示は省略したが、背凭れ(26)を、起立位置と最大後傾位置の間の任意の位
置まで傾動させ、これに連動して、座席(11)を、水平位置と最大傾斜位置の間の任意の位
置まで傾動させた後、前後のハンドル(73)をそれぞれ後方と前方に所定角度だけ回して、
連結杆(39)を前後のブロック体(42)(43)で挾持すると、背凭れ(26)と座席(11)はこの位置
に保持され傾動不能となる。
【００４２】
なお、図１及び図４の状態にあっては、前後のハンドル(73)(73)の目印(75)(75)が逆八の
字形をなし、これを目視することにより、使用者(Ａ)は、背凭れ(26)と座席(11)が最大範
囲で傾動しうることを知ることができる。
【００４３】
【発明の効果】
本発明によると、次のような効果を奏することができる。
(Ａ)　請求項１記載の発明によると、背凭れ杆と連動する傾動範囲調節部材の前後方向の
移動範囲を調節することにより、背凭れの傾動範囲を任意の範囲で調節できるとともに、
背凭れを任意の位置で固定することができるので、使い勝手が非常によい。
【００４４】
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(Ｂ)　請求項２記載の発明によると、線材を用いてブロック体を前後方向に移動させるの
で、ブロック体の移動距離の微調整を行うことができ、背凭れの傾動範囲を精度よく調節
できる。
【００４５】
(Ｃ)　請求項３記載の発明によると、ブロック体の移動操作をより簡単に行えるようにな
る。
【００４６】
(Ｄ)　請求項４記載の発明によると、ハンドルに付された目印を確認することにより、背
凭れの傾動可能な範囲を簡単に把握することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施形態を備える椅子に使用者が着座した状態を示す側面図である。
【図２】同じく、座席と背凭れをリクライニング状態に移動させた際の椅子の側面図であ
る。
【図３】同じく、椅子の要部の分解斜視図である。
【図４】同じく、椅子の要部の拡大側面図である。
【図５】同じく、座席と背凭れをリクライニング状態に移動させた際の椅子の要部の拡大
側面図である。
【図６】同じく、椅子の要部の一部を分解した拡大斜視図である。
【図７】同じく、椅子の要部の拡大分解斜視図である。
【図８】同じく、背凭れと座席を最大範囲で傾動可能とした際の要部の平面図である。
【図９】同じく、背凭れと座席の傾動範囲を狭めた状態を示す要部の平面図である。
【図１０】同じく、背凭れと座席を傾動不能とした状態を示す要部の平面図である。
【図１１】同じく、背凭れと座席の傾動範囲を狭めた状態を示す要部の平面図である。
【図１２】同じく、操作装置の拡大分解斜視図である。
【図１３】同じく、下型の拡大平面図である。
【図１４】同じく、回転筒の拡大平面図である。
【符号の説明】
(１)椅子
(２)支持脚
(３)キャスタ
(４)脚柱
(５)支基
(６)筒体
(７)突部
(８)回転軸
(９)腕部
(9a)上蓋
(10)長孔
(11)座席
(12)座席受体
(13)垂下片
(14)軸孔
(15)ピン
(16)圧縮コイルばね(ばね)
(17)係合部材
(18)長孔
(19)軸受部材
(20)突軸
(21)傾斜片
(22)取付片
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(23)連結杆
(24)前向き杆
(25)背凭れ杆
(26)背凭れ
(27)嵌合溝
(28)ねじ
(29)案内溝
(30)耳片
(31)軸孔
(32)軸
(33)側部溝
(34)凹部
(35)前壁
(35a)傾斜面
(35b)規制面
(36)後壁
(36a)傾斜面
(36b)規制面
(37)傾動範囲調節部材
(38)側片
(38a)前端部
(39)連結杆
(40)取付孔
(41)円管
(42)ブロック体
(42a)傾斜面
(43)ブロック体
(43a)傾斜面
(44)案内突部
(45)嵌合孔
(46)スリット
(47)(48)案内溝
(49)閉塞板
(50)ねじ
(51)(52)ワイヤー(線材)(操作手段)
(53)被覆材
(54)(55)円筒体
(56)支持片
(57)係合溝
(58)固定体
(59)圧縮コイルばね(操作手段)
(60)上型
(61)下型
(62)ケース(操作手段)
(63)受溝
(64)直線溝(操作手段)
(65)起立片
(66)軸孔
(67)固定孔
(68)取付孔
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(69)溝
(70)溝
(71)回転筒(操作手段)
(72)係合溝
(73)ハンドル(操作手段)
(74)突起
(75)目印
(76)案内溝
(77)プーリ(操作手段)
(78)垂直軸(操作手段)
(79)固定体
(80)係合凹部

【図１】 【図２】
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